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第２部　所得保障政策の検討
障害者の所得保障のあり方と課題
障連協・障害者の「所得保障」に関する研究委員会 委員長   岡部 耕典
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■「障害者の『所得保障』に関する研究委員会」での検討状況・課題

【検討の発端】

障害者自立支援法によって導入された「定率負担」の問題で、障害者の所得保障が焦点化

「（前略）障害者の生活の安定を図ることを目的とし、社会保障に関する制度全般についての一体的な見直しと併せて、障害者の所得の確保に係る施策の在り方の検討を速やかに開始し、三年以内にその結論を得ること」（２００５年１０月１３日 障害者自立支援法に対する参議院付帯決議２より）

【検討の目的】

　年金制度・介護保険制度・障害者支援費制度（障害者自立支援法体制）・公的扶助制度・福祉手当制度の改革を含む社会保障全体の「見直し」の議論にタイミングを併せて、障連協からも積極的・具体的な政策提言をおこなっていくこと。（政策決定過程への当事者参画をめざす）
【問題となる構造】

　・生活保護支給額に満たない障害基礎年金＋障害者手当の水準
　・生活保護の受給に伴うスティグマ＋受給抑制に向かう近年の政策動向

　・手当て制度を縮小・選別化（所得制限）するこれまでの政策動向

　・補足的かつ拠出制の老齢年金制度を基本とする障害基礎年金制度の「可能性と限界」

　　
　　　　　※問題の構造を象徴する学生／外国人無年金問題（の「解決」）
■障害者の所得保障のあり方について
　今後検討の前提とすべき現実的かつ実効性のある障害者の所得保障制度検討の枠組みについて
１．現実的で実効性のある障害者の所得保障の制度的枠組み（あるいはその組み合わせ）とは？

２．保障すべき所得の額・及びその査定方法はいかにあるべきか？

１）障害者の所得保障に対する制度的枠組み








２）障害者の所得保障モデル




３）検討のポイント

○日本の社会保障制度の現状を踏まえ、現実的な所得保障の制度を構想するならば、その中心はやはり障害基礎年金制度となる。
　（理由）国民皆年金保険体制の政策に「なじみやすい」。

　　　　　　　…１９８５年の年金法改正＝障害基礎年金導入以来、障害者の所得の確保は、手当の減額及び所得制限の強化と年金額の積み増しによって図られてきた。

○しかし、年金保険制度は拠出制の制度であり、基本的には保険の規範原理（給付・反対給付均等の原則及び収支相当の原則）に拘束されるので、給付額・給付範囲共に限界が生じる。
　　限界①　給付額が老齢基礎年金を上回ることは困難

　　限界②　年金未納者や、（親も拠出していない）外国人にまで給付範囲を広げることが困難

○この限界を打ち破る戦略とは…
　　戦略①　障害基礎年金に、障害者加算、介護加算、扶養加算、住宅加算を付け加える（高藤案）
　　戦略②　障害基礎年金を老齢年金と切り離し、税方式にする（三澤案）

　　戦略③　障害基礎年金に加え、地域居住に着目した「住宅手当」を作る。（森案）
　　戦略④　障害基礎年金に加え、「稼得能力の欠如」に着目した手当制度を作る。（堀案）
　戦略①は、現状の年金会計の状況からすると現実的ではないのではないかもしれない。

　戦略②は、本質的な提起とはいえ、年金制度全体の改革の文脈のなかでしか決まらないのが弱み。

　

これに対して、戦略③及び戦略④は、現在の政策動向にも比較的なじみやすく実現の可能性は高いのではないか。

○「地域居住手当（仮称）」　…戦略③

政策的意味付け：（重度障害に限定せず）障害者の地域移行に対する「インセンティブ」

＝地域生活者と施設入所者の「平等性の確保」
給付額の目安
：今後も残る入所施設のホテルコスト相当（あるいは、生保の住宅加算相当）
給付の範囲
：入所施設利用ではない障害者（所得制限なし）

　財源

：一般財源（旧施設訓練等給付）
　　【問題点】　介護保険との統合によって生まれる「国庫負担の軽減」が前提とされる可能性

○「地域生活手当（仮称）」　…戦略④

政策的意味づけ：（機能障害に限定せず）「稼得能力に欠ける者」に対する所得保障


　　＝一般就労・ワークフェア政策を拡充するときに必要な「所得対策」

給付額の目安　：｛（住宅加算を除く）生活保護費｝－｛障害基礎年金額｝
　給付の範囲
：稼得能力に欠ける障害者
　財源　　　　　：一般財源（特別障害者手当の再構成）
　　【問題点】　「稼得能力に欠ける」ことのアセスメントをいかにおこなうかという問題

消費税率アップと福祉目的税化による「国庫負担の軽減」が前提とされる可能性

○最後まで残るサービスや医療の「応益（定率）負担」の問題

　「・介護の保険料・利用者負担金を補填する給付＝これらの減免
　　・これらを金銭給付にするか現物給付にするか」（堀レジュメより抜粋）

　　…しかし、金銭給付とするならば、給付額はどうやって算出するのか？

　　　結局、「減免制度の拡充及び恒久化」しかないのか？

　　　本来は、「負担なし」（もしくは応能負担に戻す）ことが本質的解決であることは疑いもない。

４）方法論　　…「７／６ 塩田レジュメ」より
　　○障害者の所得の確保のあり方に関する検討(p.14)
    　　　↓

厚生労働省に事務次官を本部長、関係部局長をメンバーとする障害者自立支援推進本部を設置

　　　　その検討事項のひとつとして「就労支援を含む障害者の所得保障の確保に係る施策の在り方」

○「所得保障の実現に向けて　その１(p.17)」
　　　　  

「自立と共生」の地域社会づくり

　　　　　　↓地域福祉の実現
障害福祉のみにとどまる主張ではなく、国民全体の共感を得るスローガン」

　　○所得保障の実現に向けて　その２(p.18)

       具体的な方針
　　　　　１．障害者自立支援法のもと、障害者のみならず、誰もが地域で普通に支え合い暮らして

　　　　　　　いける地域福祉の実現に向けて、障害当事者も働き、負担もする。

　　　　　２．消費税をはじめとする税制の抜本的改革に向けて

　　　　　　　　→どうして何のために福祉改革が必要なのか？
　　　　　「国民全体のスローガン『地域福祉の実現』を実現するためには、障害・高齢者・子育て等総合的かつ普遍的な地域福祉の総合的制度ともいうべきシステムが必要。そして、障害者の自立支援も含め、一般的な地域福祉サービスを誰もが制度を利用し、必要なサービスを享受できるような所得保障の確立が不可欠。」


　　　　　　　　　　　
　１．障害者自立支援法の目指す理念の実現

　　　　　そのためには！　２．現実性を帯び、足が地についた時宜にかなった運動の展開

　　　　　　　　　　　
　３．障害当事者の一致団結した運動による世論形成

　　　　　　　　　　　
　４．時代を先取りする具体的な理念の提示・推進
　　○障害年金創設時と現状の類似(p.19)

　　　

　　　　　　　　障害基礎年金創設時　　　　　　　　　　　　 現　　　　　　状
　　　

　　　・Ｓ５６年・社労委における付帯決議　　　　　・Ｈ１７参・厚労委における附帯決議

　　　・厚生省に設置された「障害者生活保障　　　　・厚生労働省内に設置された「障害者

問題専門会議」による厚生大臣への報　　　　　自立支援推進本部」による所得保障

告書の提出　　　　　　　　　　　　　　　　　のありかたの検討

　　　・年金制度総体の見直しの機会　　　　　　　　・消費税をはじめとする税制の抜本改革

　　　・障害者側の一致団結した積極的な要請　　　　・地域福祉の実現というスローガンのもと
　　　　活動による世論の高まり　　　　　　　　　　　障害当事者が団結し、国民全体を巻き込
んだムーブメントの旗振り役になれるか

    ○障害者の所得保障の方向性(p.20)

　　　　１．「働く」ことを目指す障害者の支援の充実
　　　２．介護保険など普遍的なサービスの利用者負担への対応
　　　　３．年金制度生活保護、自立支援法などの課題の検証と克服の可能性

　　　　４．障害者の自立を支援する観点からの手当制度の再構築
　　○社会保障制度の工程と主な論点について(p.21)

　　　　…「消費税論議をリードしていく必要がある」（塩田）

　　　　　　
	
	国会関係の動き
	税・社会保障一般
	障害者自立支援法関連
	介護保険法関連

	平成１８年度

平成１９年度

平成２０年度

平成２１年度

平成２２年度

平成２３年度

平成２４年度


	９月 総裁選

７月 参議院選

９月 衆議院任期満了
	７月経済財政諮問会議「骨太方針２００６」取りまとめ、歳出・歳入一体改革の選択肢提示

平成１９年度を目途に、少子・長寿化社会における年金、医療、介護等の社会保障給付や少子高齢化対策に要する費用をあらゆる世代が広くかつ公平に分かち合う観点から、消費税を含む税体系の抜本的改革を実現させるべく取り組んでいく（平成１８年度与党税制改革大綱）


　

医療制度改革の施行（医療費適正化計画の策定、後期高齢者医療制度の創設等）





	






	






　　○障害者の所得保障の体系（参考資料p.31）
　　　…障害基礎年金創設時に消滅した福祉手当の財源を活用し特別障害者手当を創設」（塩田）

【 昭和６１年３月以前】　　　　　　　【昭和６１年４月～】　　　　　　　　【平成１６年４月～】


　　






＜参考１．＞　…精神／知的障害者・児を中心に
特別障害者手当について

2006.6.3　　柴田洋弥
特別児童扶養手当等の支給に関する法律

第２条　「特別障害者」の定義

第26条の２　特別障害者手当の支給要件

第26条の３　特別障害者手当の額（月額26050円）

特別児童扶養手当等の支給に関する法律施行令

第11条　特別児童扶養手当等の支給を制限する場合の所得の範囲

障害児福祉手当及び特別障害者手当の障害程度認定基準について（昭和60.12.28社更162）

第三　特別障害者手当の個別基準

１　(8)　精神障害

ア　精神の障害の原因となる主な傷病名　　早期幼年自閉症　知的障害

ウ　知的障害の程度　概ね知能指数20以下

エ　アに該当しかつ次の日常生活能力編定表で10点以上

	動作及び行動の種類
	０点
	1点
	２点

	食事
	ひとりでできる
	介助があればできる
	できない

	用便（月経）の始末
	ひとりでできる
	介助があればできる
	できない

	衣服の着脱
	ひとりでできる
	介助があればできる
	できない

	簡単な買物
	ひとりでできる
	介助があればできる
	できない

	家族との会話
	通じる
	少しは通じる
	通じない

	家族以外の者との会話
	通じる
	少しは通じる
	通じない

	刃物・火の危険
	分かる
	少しは分かる
	分からない

	戸外での危険から身を守る（交通事故）
	守ることができる
	不十分ながら守ることができる
	守ることができない


＜参考２．＞　…2005..5.24 第２回障害者の「所得保障」に関する研究委員会提出資料
障害者の地域生活と所得保障の今後の在り方
DPI日本会議　三澤　　了
●障害基礎年金水準の引き上げをはかる

　現状では障害者の所得保障の根幹は年金制度、特に障害基礎年金制度が担っている。障害者団体の多くは、長年にわたって生活の基本部分を賄うことのできる年金の給付水準の実現を求めて、国に対して継続的な働きかけをおこなってきた。具体的には、生活保護制度における基礎的生計費に障害者加算額をプラスしたものを障害基礎年金の基準額（2005年度でおおよそ１１万円程度）とすることを求めるものである。こうした提起に対し、厚生労働省の担当課（年金課）からは「年金は生活全体を賄うことを目的として機能するものではなく、生活保護制度とはその性格を異にするものなので、一体的に考えることはできず、同水準にすることは難しい」という回答が繰り返えされ、生活保護の金額を上回ることができないという見解を明らかにしている。

就労所得のない障害者の生活の基礎を支える年金制度の確立を求めていくことは必要なことであるし、主張し続けなければならない。このための年金財源をどこに求めるかが重要な問題となるが、来年度以降に具体的な検討が開始されるであろう消費税率の引き上げ等と密接に関連することであり、その推移を見守る必要がある。財政再計算による年金制度の見直しが次回は2010年に行われる予定となっており、この時に基礎年金部分の税負担率を現行の３分の１から２分の１へ引き上げることになっている。この機に給付水準の引き上げに向けた働きかけを強めなければならない。

一方、年金制度全体としては、制度自体の維持継続がもっとも重要な課題となっており、政府から出される方針は保険料の引き上げ、支給時期の引き上げ、そして給費水準の引き下げというように、年金加入者にとっては好ましくないものばかりであり、障害年金の大幅な引き上げを勝ち取るには相当強固な根拠付けが必要になるものと考える。こうした状況のもとでは年金引き上げを求めているだけでは障害者の所得保障の充実が図れないことも確かであり、別の方策も併せて考えていかなければならない。

●無年金障害者の完全な解消をはかる

８５年改正で残された課題の一つである無年金障害者の問題は、障害者プラン等において福祉的措置を含めて検討のうえ解決を図ることという言及がされて以来、具体的な動きのないままに終始してきたが、2001年春頃から修正の動きが見え始め、2005年４月に学生時代あるいは無業の主婦の状況で障害を負った無年金障害者に対する福祉的措置としての手当制度（特定障害者給付金）が創設された。しかし、この手当制度の創設によって制度間の格差が新たに生み出されたことになる。さらにまた、この制度はあくまで学生・主婦に対象を限定した福祉制度であり、国籍条項による在日外国人障害者の無年金状態は依然として解消されず、無年金問題の根本的な解決策とはなっていない。あくまで年金制度の枠内で解決を図るべきであり、全ての無年金障害者を対象とするものでなければならない。

●年金支給基準の見直しをはかる

　障害者の所得保障をより充実したものとし、完全なものとしていくためには年金の給付水準の引き上げだけではない、いくつかの課題を解決しなければならない。まず誰が障害者のための年金を受けることができるかを決める支給基準の見直しを図る必要がある。「年金制度は生活を安定させ、質の向上を図る」ためのものとされているが、インペアメントとしての障害の重さだけが基準となることの不合理がある。生活を営むのに必要な経費を障害が理由で稼ぎ出すことができないことに対応するものが障害者の所得保障であるならば、「障害が理由で稼ぎ出すことができない」という状態こそが、年金支給の判断基準となるべきであり、身体的障害の軽重が基準となることはおかしい。この不合理の結果は知的障害者や精神障害者に重くのしかかっており、本当に年金が必要な人に年金がいきわたらないという状況を放置したものとなっている。

●手当制度の見直しを

　さらに各種の手当て制度等の見直しを図る必要があろう。現在障害に対応した国の制度としては特別障害者手当があるが、この手当の支給基準も障害の重さであり、またその支給目的もいまひとつ明確ではない。この手当制度の目的を地域での自立した生活を支えるためのものという性格とし、その支給基準も障害の重さ、軽さを尺度とするものではなく、個人の生活実態を判断基準とするものに変えていく必要がある。

　障害者の地域での社会生活を支えるための生活手当として住宅手当の新設を強く望みたい。一定の上限は定めざるをえないだろうが、生活保護の住宅扶助額程度の手当額があれば、住宅を確保しやすくなり、個々人の地域での生活づくりはより具体性を持つものとなる。
●生活保護制度の役割と障害者の所得保障

　現在の障害基礎年金と特別障害者手当だけを頼りにして、地域での自立した生活を営むことは困難である。独立した生活を追求したくとも経済的な理由でそれを断念し、親や家族の庇護のもとで暮らし続けている人も多く存在している。そうした状況の中でなおかつ独立した生活を追求したり、自分の家庭を持ち、地域での生活を営もうとする場合には、生活保護に頼らざるを得ないという状況はまだまだ一般的であると言える。

　生活保護の受給には、詳細なミィーンズテスト（資産調査）が必要であり、かつ、厳密な扶養義務をクリアしなければならない。生活保護制度には、他法優先、補足性の原理、扶養義務の原則ということが厳格に押しつけられており、利用者の主体的な判断や自己の決定で使用できる仕組みにはなっていない。生活保護決定の直接的な窓口である、自治体の担当者による調査や扶養義務の押しつけが、時として障害者の人権を侵害する形で行われており、生活保護利用自体が利用者にとって大きなスティグマとなってしまうことは避けられない。

　生活保護制度そのものは市民生活のセーフティーネットとして堅持していかなければならない制度であると考えるが、一人の市民として地域で、自立した生活を営もうとする障害者の経済基盤とすることは、原則的にはなじまないものといわざるを得ない。
部分的（補填）





包括的（保障）





税控除





障害基礎年金





生活保護





障害手当（制限あり）





障害手当（制限なし）





負の所得税





基本所得（ＢＩ）





普遍主義的





選別主義的





・所得


・重度





各種割引制度





部分的（補填）





包括的（保障）





普遍主義的





選別主義的





・所得・資産要件あり


・障害要件なし・障害加算あり


・最低生活費の保障目的


・補足性の原理


・最低生活費の積算





・所得要件あり・資産要件なし


・障害要件あり（ｲﾝﾍﾟｱﾒﾝﾄの程度）


・生計費の補填目的


・定額支給（控除）


・支給額は政策的に決定





・所得・資産要件なし


・障害要件･障害加算なし


・最低生活費保障の目的


・定額（定額までの）支給


・支給額は政策的に決定





・所得・資産要件なし


・障害要件あり（ｲﾝﾍﾟｱﾒﾝﾄの有無）


・生計費の補填目的


・定額支給（割引）


・支給（割引）額は政策的に決定





改正法案提出


（１９年度末？）





改正法案提出


（１９年度末？）





改正法案提出


（１９年度末？）





基礎的財政収支（プライマリーバランス）の黒字化





（２０年度末？）





障害者自立支援法３年後の見直し（障害者等の範囲、所得の確保のあり方等）





介護保険制度の被保険者範囲の見直し（２１年度目途）





（２０年度末？）





（２０年度末？）





第１期障害福祉計画


（２０年度末まで）





第３期介護保険事業計画


（２０年度末まで）





第２期障害


福祉計画





第４期介護


保険事業計画





基礎年金国庫負担割合を１／２に引き上げ（２１年度までに）








障害福祉年金　３９８００円


（１級）











障害基礎年金　　　６４８７５円


（１級）














障害基礎年金　　　８２７５８円


（１級）





特別障害者手当　　２０８００円





特別障害者手当　　２６５２０円








（３９５００円）





福祉手当


１１２５０円








（５１０５０円）





（６４８７５円）





（８５６７５円）





（８２７５８円）





（１０９２７８円）





・(所得)・資産要件なし


・被保険者・障害要件あり


・(老後の)最低生活費の補填


・支給額は保険原理により決定
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